
令 和 8 年 度

八 代 市 簡 易 水 道 事 業 会 計 予 算 書





議案第１６号

（総則）

第１条　令和８年度八代市簡易水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

（１） １，８００ 戸

（２） ３０２，７００ ㎥

（３） ８３０ ㎥

（４）

　原水設備改良費 ３２，２８２ 千円

　配水設備改良費 ６４，１８８ 千円

（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　入

第１款　簡易水道事業収益 １９８，９４３ 千円

　第１項 ６０，８７１ 千円

　第２項 １３８，０６９ 千円

　第３項 ３ 千円

令和８年度　八代市簡易水道事業会計予算

給 水 戸 数

年 間 総 給 水 量

一 日 平 均 給 水 量

主 要 な 建 設 改 良 事 業

営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益
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支　　出

第１款　簡易水道事業費用 １９８，１２９ 千円

　第１項 １８６，８２７ 千円

　第２項 １０，７５１ 千円

　第３項 ５１ 千円

　第４項 ５００ 千円

（資本的収入及び支出）

第４条　

２８，４５４千円及び当年度分損益勘定留保資金３，１８７千円で補てんするものとする。）。

収　　入

第１款　資本的収入 １６７，５７５ 千円

　第１項 ６２，６００ 千円

　第２項 ２９，４７２ 千円

　第３項 ７５，５０３ 千円

支　　出

第１款　資本的支出 ２０４，９０７ 千円

　第１項 １０６，５４６ 千円

　第２項 ９７，８６１ 千円

　第３項 ５００ 千円

営 業 費 用

営 業 外 費 用

特 別 損 失

予 備 費

企 業 債

資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額

工 事 負 担 金

建 設 改 良 費

補 助 金

３７，３３２千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額５，６９１千円、過年度分損益勘定留保資金

企業債償還金

予 備 費
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（企業債）

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

千円

（一時借入金）

第６条　一時借入金の限度額は、２００，０００千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　政府資金については、その
融資条件により、銀行その他
の場合は、その債権者と協定
した条件による。ただし、企
業財政の都合により据置期間
及び償還期限を短縮し、又は
繰上償還もしくは低利に借換
えすることができる。

証書借入
又は

証券発行

利率

　　4.0％以内

（ ただし、利率
見直し方式で借り
入れる資金につい
て、利率の見直し
を行った後におい
ては、当該見直し
後の利率）

限度額 起債の方法

簡易水道事業 62,600

営 業 費 用

営 業 外 費 用

償還の方法起債の目的
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（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条　

経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

（１） ２７，６０２ 千円

（他会計からの補助金）

第９条　簡易水道事業会計の経営基盤確立のため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、６５，６３９千円である。

令和８年２月２０日　提出

八代市長

職 員 給 与 費

小 野 泰 輔

次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその
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簡易水道事業会計予算に関する説明書
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1.

１．

１．

２．

３．

２．

１．

２．

３．

４．

３．

１．

２．

３．

営 業 外 収 益

そ の 他 の 営 業 収 益

特 別 利 益

過 年 度 損 益 修 正 益 1

そ の 他 特 別 利 益 1

91

138,069

1

他 会 計 補 助 金 79,497

雑 収 益 3

受 託 工 事 収 益

3

固 定 資 産 売 却 益

長 期 前 受 金 戻 入 58,568

受 取 利 息 及 び
配 当 金

1

926

令和８年度　八代市簡易水道事業会計予算実施計画

収　　　　　入

収益的収入及び支出

予　定　額　　（千円） 備　　　　　　　　考款 項 目

給 水 収 益

簡易水道事業収益 198,943

営 業 収 益

59,854

60,871
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1.

１．

１．

２．

３．

４．

５．

２．

１．

２．

３．

３．

１．

２．

４．

１．

営 業 外 費 用

2,939

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

9,750

51

1

50

そ の 他 特 別 損 失 1

500

特 別 損 失

予 備 費

過 年 度 損 益 修 正 損

予 備 費

198,129

支　　　　　出

配 水 及 び 給 水 費 5,829

備　　　　　　　　考

10,751

款 項 目

営 業 費 用 186,827

簡易水道事業費用

原 水 及 び 浄 水 費 53,351

90,796

予　定　額　　（千円）

総 係 費 33,912

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

500

1,000

雑 支 出

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税
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1.

１．

１．

２．

１．

３．

１．

そ の 他 工 事 負 担 金 29,472

企 業 債 62,600

予　定　額　　（千円）

資本的収入及び支出

款 項 目

資 本 的 収 入

備　　　　　　　　考

167,575

収　　　　　入

企 業 債

工 事 負 担 金 29,472

補 助 金

他 会 計 補 助 金 75,503

75,503

62,600

- 9 -



1.

１．

１．

２．

３．

２．

１．

３．

１． 予 備 費 500

款 項

97,861企 業 債 償 還 金

配 水 設 備 改 良 費

営 業 設 備 費 10,076

資 本 的 支 出 204,907

106,546

予 備 費 500

64,188

企 業 債 償 還 金 97,861

支　　　　　出

備　　　　　　　　考予　定　額　　（千円）

建 設 改 良 費

原 水 設 備 改 良 費 32,282

目
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（単位：千円）

Ⅰ 業務活動によるカメチサャヹビルヺ Ⅱ 投資活動によるカメチサャヹビルヺ

当年度純利益 2,800 有形固定資産の取得による支出 △ 96,860

減価償却費 90,795 無形固定資産の取得による支出 0

賞与引当金の減少額 △ 1 工事負担金等による収入 29,472

法定福利費引当金の減少額 △ 8 一般会計又は他会計からの繰入金による収入 75,503

長期前受金戻入額 △ 58,568 特定収入仮払消費税に伴う長期前受金の減少額 △ 17,072

受取利息及び受取配当金 △ 1 投資活動によるカメチサャヹビルヺ △ 8,957

支払利息 9,750

固定資産除却損 2,939 Ⅲ 財務活動によるカメチサャヹビルヺ

未収金の減少額 241 建設改良等の財源に充てるための企業債による収入 62,600

未払金の減少額 △ 746 建設改良等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 97,861

たな卸資産の減少額 1 財務活動によるカメチサャヹビルヺ △ 35,261

小計 47,202

利息及び配当金の受取額 1 Ⅳ 資金減少額 △ 6,765

利息の支払額 △ 9,750 　 Ⅴ 資金期首残高 16,720

業務活動によるカメチサャヹビルヺ 37,453 Ⅵ 資金期末残高 9,955

令和８年度  八代市簡易水道事業予定カメチサャヹビルヺ計算書
(令和８年４月１日から令和９年３月３１日）
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１．
千円 千円 千円

(1) 54,209

(2) 435

(3) 88 54,732

２．

(1) 34,385

(2) 7,998

(3) 32,269

(4) 94,041

(5) 5,122 173,815

119,083

３．

　 (1) 0

(2) 73,833

(3) 55,290

(4) 1 129,124

そ の 他 の 営 業 収 益

他 会 計 補 助 金

営 業 費 用

原 水 及 び 浄 水 費

配 水 及 び 給 水 費

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

営 業 損 失

営 業 外 収 益

受取利息及び配当金

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益

令和７年度　八代市簡易水道事業予定損益計算書（前年度分）
(令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで)

営 業 収 益

給 水 収 益

受 託 工 事 収 益
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４．

　 (1) 9,799

(2) 0 9,799 119,325

242

５．

　 (1) 0

(2) 0

(3) 0 0

６．

　 (1) 0

(2) 0

(3) 56

(4) 0 56 △ 56

186

29,980

29,794

経 常 利 益

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

雑 支 出

過 年 度 損 益 修 正 益

そ の 他 特 別 利 益

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

臨 時 損 失

過 年 度 損 益 修 正 損

そ の 他 特 別 損 失

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 欠 損 金

固 定 資 産 売 却 損

特 別 損 失
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１．

(1) 千円 千円 千円 千円

ア. 3,567

ル. 40,442

△ 16,262 24,180

ネ. 2,433,424

△ 512,518 1,920,906

ド. 191,501

△ 108,148 83,353

ベ. 131

△ 125 6

ブ. 15,043

△ 11,519 3,524

テ. 64,418

2,099,954

2,099,954

２．

(1) 16,720

(2) 5,582

△ 577 5,005

(3) 10

(4) 0

21,735

2,121,689

貸 倒 引 当 金

前 払 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

貯 蔵 品

有 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工具器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

令和７年度　八代市簡易水道事業予定貸借対照表（前年度分）
（ 令 和 ８ 年 ３ 月 ３ １ 日 ）

資 産 の 部
固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額
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３．

(1)

ア. 853,915

ル. 42,929

896,844

896,844

４．

(1)

ア. 95,690

ル. 2,171

97,861

(2) 8,789

(3) 0

(4) 3

(5)

ア. 2,007

ル. 410

2,417

109,070

５．

(1) 1,237,719

(2) △ 399,717

838,002

1,843,916

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

引 当 金

賞 与 引 当 金

法定福利費引当金

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

企 業 債

建設改良費等の財源に充て
るための企業債

未 払 金

前 受 金

預 り 金

そ の 他 企 業 債

企 業 債 合 計

固 定 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に充て
るための企業債

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

そ の 他 企 業 債

企 業 債 合 計

負 債 の 部
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６．

(1) 304,000

７．

(1) 3,567

(2)

ア. △ 29,794

△ 29,794

△ 26,227

277,773

2,121,689

資 本 の 部

欠 損 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本 金

自 己 資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

欠 損 金

当 年 度 未 処 理
欠 損 金
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１．

(1) 千円 千円 千円 千円

イ. 3,567

ロ. 40,442

△ 18,446 21,996

ハ. 2,573,477

△ 580,709 1,992,768

ニ. 200,662

△ 118,468 82,194

ホ. 131

△ 125 6

ヘ. 15,043

△ 13,594 1,449

ト. 1,100

2,103,080

2,103,080

２．

(1) 9,955

(2) 5,311

△ 547 4,764

(3) 9

(4) 0

14,728

2,117,808

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

前 払 金

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工具器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

減 価 償 却 累 計 額

令和８年度　八代市簡易水道事業予定貸借対照表
（ 令 和 ９ 年 ３ 月 ３ １ 日 ）

資 産 の 部
固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置
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３．

(1)

イ. 826,274

ロ. 40,759

867,033

867,033

４．

(1)

イ. 90,241

ロ. 2,170

92,411

(2) 8,042

(3) 0

(4) 4

(5)

イ. 2,006

ロ. 402

2,408

102,865

５．

(1) 1,325,622

(2) △ 458,285

867,337

1,837,235

預 り 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

法定福利費引当金

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

前 受 金

負 債 の 部
固 定 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に充て
るための企業債

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に充て
るための企業債

未 払 金

そ の 他 企 業 債

企 業 債 合 計

そ の 他 企 業 債

企 業 債 合 計
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６．

(1) 304,000

７．

(1) 3,567

(2)

イ. △ 26,994

△ 26,994

△ 23,427

280,573

2,117,808

欠 損 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本 金

自 己 資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

欠 損 金

当 年 度 未 処 理
欠 損 金

資 本 の 部
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（款）　１．簡易水道事業収益　　　　（項）　１．営業収益

区　　　　分 金　　額

千円 千円 千円 千円

59,854 61,661 △ 1,807 59,854

２. 受 託 工 事 収 益 926 854 72 給 水 工 事 収 益 12

修 繕 工 事 収 益 914    消火栓維持管理費

３. そ の 他 の 91 86 5 手 数 料 91 設 計 審 査 手 数 料 5
千円

営 業 収 益 竣 工 検 査 手 数 料 20

特 別 設 備 検 査 手 数 料 15

督 促 手 数 料 51

60,871 62,601 △ 1,730

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　　入

目 本 年 度 前 年 度 比　 較
節

説　　　　　 　　明

１. 給 水 収 益
給 水 使 用 料 及 び
量 水 器 使 用 料

計
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（款）　１．簡易水道事業収益　　　　（項）　２．営業外収益

区　　　　分 金　　額

千円 千円 千円 千円

1 1 0 1

２. 他 会 計 補 助 金 79,497 72,498 6,999 他 会 計 補 助 金 79,425

３. 長 期 前 受 金 戻 入 58,568 61,248 △ 2,680 長 期 前 受 金 戻 入 58,568 　長期前受金収益化額

４. 雑 収 益 3 3 0 そ の 他 雑 収 益 3

138,069 133,750 4,319

（款）　１．簡易水道事業収益　　　　（項）　３．特別利益

区　　　　分 金　　額

千円 千円 千円 千円

1 1 0 1

２.
過 年 度
損 益 修 正 益

1 1 0 過年度損益修正益 1

３.
そ の 他
特 別 利 益

1 1 0 そ の 他 特 別 利 益 1

3 3 0

目 本 年 度 前 年 度

１.
固 定 資 産
売 却 益

固 定 資 産 売 却 益

計

比　 較
節

目 本 年 度 前 年 度 比　 較
節

説　　　　　 　　明

説　　　　　 　　明

１.
受 取 利 息 及 び
配 当 金

預 金 利 息

計

　利子償還金ヹ減価償却費等に係る一般会計補助金
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（款）　１．簡易水道事業費用　　　　（項）　１．営業費用

区　　　　分 金　　額

千円 千円 千円 千円

53,351 40,663 12,688 66
浄 水 費 通 信 運 搬 費 288

委 託 料 38,142

手 数 料 3

修 繕 費 4,000

動 力 費 8,844

薬 品 費 1,506

材 料 費 502

2. 配 水 及 び 5,829 5,255 574 委 託 料 153

給 水 費
賃 借 料 75

修 繕 費 5,253

材 料 費 348

３. 総 係 費 33,912 36,531 △ 2,619 給 料 14,639 一　般　職　 4名

手 当 6,521

賞与引当金繰入額 2,006

法 定 福 利 費 4,034

法定福利費引当金
繰 入 額

402

支　　　出

１. 原 水 及 び 備 消 品 費

目 本 年 度 前 年 度 比　 較
節

説　　　　　 　　明
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区　　　　分 金　　額

旅 費 18

備 消 品 費 100

燃 料 費 214

印 刷 製 本 費 428

通 信 運 搬 費 411

委 託 料 2,749

手 数 料 575

使 用 料 1,140

修 繕 費 232

負 担 金 30

公 課 費 9

保 険 料 190

貸倒引当金繰入額 1

報 酬 213

４. 減 価 償 却 費 90,796 94,393 △ 3,597 減 価 償 却 費 90,796

５. 資 産 減 耗 費 2,939 6,495 △ 3,556 固 定 資 産 除 却 費 2,939

186,827 183,337 3,490

目 本 年 度 前 年 度 比　 較
節

説　　　　　 　　明

計
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（款）　１．簡易水道事業費用　　　　（項）　２．営業外費用

区　　　　分 金　　額

千円 千円 千円 千円

9,750 10,181 △ 431 9,750

２.
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

1,000 1,200 △ 200
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

1,000

３. 雑 支 出 1 1 0 そ の 他 雑 支 出 1

10,751 11,382 △ 631

（款）　１．簡易水道事業費用　　　　（項）　３．特別損失

区　　　　分 金　　額

千円 千円 千円 千円

50 50 0 50

２. そ の 他 特 別 損 失 1 1 0 そ の 他 特 別 損 失 1

51 51 0

（款）　１．簡易水道事業費用　　　　（項）　４．予　備　費

区　　　　分 金　　額

千円 千円 千円 千円

500 500 0 500

500 500 0

目 本 年 度 前 年 度 比　 較
節

説　　　　　 　　明

説　　　　　 　　明

１. 過年度損益修正損 過年度損益修正損

計

１.
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

企 業 債 利 息

計

目 本 年 度 前 年 度 比　 較
節

１. 予 備 費 予 備 費

計

目 本 年 度 前 年 度 比　 較
節

説　　　　　 　　明

- 24 -



（款）　１．資本的収入　　　　（項）　１．企業債

区　　　　分 金　　額

千円 千円 千円 千円 　　簡易水道事業債 31,300
千円

62,600 124,100 △ 61,500 62,600 　　過疎対策事業債 31,300

62,600 124,100 △ 61,500

（款）　１．資本的収入　　　　（項）　２．工事負担金

区　　　　分 金　　額

千円 千円 千円 千円

29,472 218,245 △ 188,773 29,472

○ 他 会 計 負 担 金 -                908 △ 908 他 会 計 負 担 金 0

29,472 219,153 △ 189,681

（款）　１．資本的収入　　　　（項）　３．補助金

区　　　　分 金　　額

千円 千円 千円 千円

75,503 67,702 7,801 75,575

75,503 67,702 7,801

資 本 的 収 入 及 び 支 出

１. 他 会 計 補 助 金 他 会 計 補 助 金 元金償還金等に係る一般会計補助金

計

目 本 年 度 前 年 度 比　 較
節

説　　　　　 　　明

説　　　　　 　　明

１. その他工事負担金 その他工事負担金 補償工事負担金

収　　　入

目 本 年 度 前 年 度 比　 較
節

目 本 年 度 前 年 度 比　 較
節

説　　　　　 　　明

１. 企 業 債 企 業 債

計

計
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（款）　１．資本的支出　　　　（項）　１．建設改良費

区　　　　分 金　　額

千円 千円 千円 千円

32,282 162,672 △ 130,390 12,298

工 事 請 負 費 19,159 荒瀬配水区　水源地嵩上工事　他

材 料 費 825

２. 配 水 設 備 改 良 費 64,188 190,456 △ 126,268 工 事 請 負 費 64,188 西部今泉配水区配水管移設工事　他

３. 営 業 設 備 費 10,076 2,706 10,076 機 械 器 具 購 入 費 10,076 簡易水道サシツマコヺノ機器更新　他

106,546 355,834 △ 249,288

（款）　１．資本的支出　　　　（項）　２．　企業債償還金

区　　　　分 金　　額

千円 千円 千円 千円

97,861 95,166 2,695 97,861

97,861 95,166 2,695

（款）　１．資本的支出　　　　（項）　３．　予　備　費

区　　　　分 金　　額

千円 千円 千円 千円

500 500 0 500

500 500 0

説　　　　　 　　明

説　　　　　 　　明

１. 原 水 設 備 改 良 費 委 託 料

支　　　出

目 本 年 度 前 年 度 比　 較
節

瀬高配水区実施設計業務委託

説　　　　　 　　明

１. 予 備 費 予 備 費

計

１. 企 業 債 償 還 金 企 業 債 償 還 金

計

目 本 年 度 前 年 度 比　 較
節

計

目 本 年 度 前 年 度 比　 較
節
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本 年 度

前 年 度

比 較

１．総  括

区 分
職 員 数 給             与             費

給 料 手 当 計 法定福利費
(千円)　 (千円)　

特 別 職 一 般 職 報 酬 合 計

4

0

(千円)

0 14,639 8,527

(人)　 (人)　 (千円)　 (千円)　 (千円)　

23,166 4,436 27,602

16,855 8,331 25,186 4,881 30,067

0 △ 2,216 196

手

当

の

内

訳

区 分
扶 養 手 当 通 勤 手 当 特 殊 勤 務 手 当

給 与 費 明 細 書

0 △ 7 0 0 0 137

0

0 254 8 1,700 0 5,793 576 0

本 年 度

前 年 度

比 較

(千円) (千円)

時間外勤務手当 管 理 職 手 当 期 末 勤 勉 手 当 住 居 手 当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

△ 2,020 △ 445

5

△ 1

66 0

(千円)

0 247 8 1,700 0 5,930 642

児 童 手 当

△ 2,465
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２．給料及び手当の増減額の明細

増 減 額
　　　　　（千円）

給 料 △ 2,216 １.給与改定に伴う増減分 536 前年度給与改定に伴う増額 536 　給与改定の状況

２.昇給に伴う増加分 225 令和8年度増加分 225 　平均昇給率

３.その他の増減分 △ 2,977 　職員数の異動状況
現 に 在 職
す る 職 員 （その他） 　　（計）

　本年度　　４人 ０人 ４人
　前年度　　５人 ０人 ５人
　増　 減　　１人 ０人 ０人

手 当 196 　１.給与改定に伴う増減分 280   期末勤勉手当 280

　２.その他の増減分 △ 84 　通勤手当 △ 7

　期末勤勉手当 △ 143

　住居手当 66

区 分 増 減 事 由 別 内 訳 説 明

　　給料の改定率

　　改定実施時期

3.79%

令和7年4月1日

備　　　　　考
　　　　　（千円） 　　　　　（千円）

1.54%
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３．給料及び手当の状況
（１） 職員一人当りの給料

(円）

(円）

(歳）

(円）

(円）

(歳）

（２） 初任給

区　　　　　　　　　　分 事 務 ヹ 技 術

令 和 ８ 年 １ 月 １ 日 現 在

平　均　給　料　月　額 303,850

平　均　給　与　月　額 385,355

平　　均　　　年　　　齢 36.56

令 和 ７ 年 １ 月 １ 日 現 在

平　均　給　料　月　額 281,920

平　均　給　与　月　額 299,436

平　　均　　　年　　　齢 40.63

区　　　　　　　分
事 務 ヹ 技 術 一般会計の制度

(円） 一般行政職　（円） 技能労務職　（円）

令和７年１月１日現在
高　校　卒 188,000 188,000

大　学　卒 220,000 220,000

大　学　卒 232,000
令和８年１月１日現在

高　校　卒 200,300

232,000

185,700

198,200200,300
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（３） 級別職員数

級

7　級

6　級

5　級

4　級

3　級

2　級

1　級

計

7　級

6　級

5　級

4　級

3　級

2　級

1　級

計

2 40.0

5 100.0

1 20.0

1 20.0

4 100.0

令 和 ７ 年 １ 月 1 日 現 在

1 20.0

2 50.0

令 和 ８ 年 １ 月 1 日 現 在
2 50.0

区 分
事 務 ヹ 技 術

職員数(人） 構成比（％）
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（級別の基準となる職務）

（4) 昇  給

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

（％）

(人）

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

（％）

4

4

事 務 ヹ 技 術

4

1

5

5

100.00

4

6 級 7 級

事務ヹ技術
主　事

技　師

主　事

技　師

係　長
主　査
主　任

局次長
主   幹
係　 長
参　 事

局　 長
審議員
局次長
主   幹

上席参事

首席審議員
理　事
局　長
審議員

首席審議員
理　事

区 分 1 級 2 級 3 級 4 級 5 級

区 分

本

年

度

　職　　員　　数　　　（A）

　昇給に係る職員数　（B)

号 給 数 別 内 訳

３号給以下

４号給　　　

６号給以上

　比　　　　率　　  　（B)  ／  （A)

５号給　　　

５号給　　　

６号給以上

３号給以下

４号給　　　

前

年

度

　職　　員　　数　　　（A）

　昇給に係る職員数　（B)

号 給 数 別 内 訳

　比　　　　率　　  　（B)  ／  （A) 100.00
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（５)  特殊勤務手当

　

（６） 期末勤勉手当

※（ ）内は再任用職員の標準的な支給率

（７） 定年退職及び早期退職に係る退職手当

区　　　　　　分
支 給 期 別 支 給 率 支　給　率　計

（月分）

事 務 ヹ 技 術区 分

 職制上の段階、職務の等級
 等による加算措置

備　　　考
６月（月分） １２月（月分）

0.05

簡易水道業務手当

（％）

（％）

給料総額に対する比率

支給対象額職員の比率

（令和８年１月１日現在）

代表的な特殊勤務手当の名称

0.00

本 年 度
（１．２２５）

２．３２５
（１．２２５）

２．３２５
（２．４５）

４．６５
有

一般会計の制度
（１．２２５）

２．３２５
（１．２２５）

２．３２５
（２．４５）

４．６５
有

前 年 度
（１．２００）

２．３０
（１．２００）

２．３０
（２．４０）

４．６０
有

備　　　考

支 給 率 等 ２４．５８６８７５ ３３．２７０７５ ４７．７０９ ４７．７０９
　定年前早期退職
　特例措置（２％～４５％加算）

区　　　　分
２０年勤務の者

（月分）
２５年勤務の者

（月分）
３５年勤務の者

（月分）
最　高　限　度

（月分）
その他の加算措置等

一般会計の制度
（支給率等）

２４．５８６８７５ ３３．２７０７５ ４７．７０９ ４７．７０９
　定年前早期退職
　特例措置（２％～４５％加算）
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（８） その他の手当

区 分 一般会計の制度との異同 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同       じ

住 居 手 当 同       じ

通 勤 手 当 同       じ

児 童 手 当 同       じ

債務負担行為に関する調書

事 項 限　度　額

前年度末までの支払
義 務 発 生 （ 見 込 ） 額

当該年度以降の支払
義 務 発 生 予 定 額

左の財源内訳

期 間 金 額 期 間 金 額 損益勘定留保資金

 簡易水道事業企業会計サシツマ使用料 5,129 7 1,140 8～11 3,989 3,989

令和 千円 令和 千円 千円

35,089 7 8 35,089 35,089
 簡易水道事業水質検査業務委託

千円
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千円 千円 千円 千円 千円

地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末及び当該年度末における現在高の見込に関する調書

区 分
前 々 年 度 末
現 在 高

前 年 度 末
現 在 高 見 込 高

当 該 年 度 中 増 減 見 込 み

計 1,066,570 994,705 62,600 97,861 959,444

簡易水道事業債
1,002,470 930,605 62,600 95,690 897,515

64,100 64,100 0 2,171 61,929災 害 復 旧 債

当 該 年 度 末
現 在 高 見 込 高当 該 年 度 中

起 債 見 込 額
当 該 年 度 中
元金償還見込額

- 34 -



注 記

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．固定資産の減価償却の方法

（１） 有形固定資産

・減価償却の方法

定額法による。

・主な耐用年数

建物 18～50年

構築物 8～60年

機械及び装置 5～25年

車両運搬具 3～ 5年

工具、器具及び備品 2～15年

（２） 無形固定資産

・減価償却の方法

定額法による。

２．引当金の計上方法

（１）賞与引当金

　職員の期末勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（12月

から3月までの4か月分）を計上している。
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（２）法定福利費引当金

　職員の法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（期末

勤勉手当に係る12月から3月までの4か月分）を計上している。

（３）退職給付引当金

　職員の退職手当は、一般会計との取り決めにより、一般会計がその全部を負担することとなっているため、退職

給付引当金は計上していない。

（４）貸倒引当金

　債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上している。

３．消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式によっている。

Ⅱ.予定貸借対照表に関する注記

１.企業債の償還に係る一般会計の負担

　貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から１年以内に償還予定のものを含む）のうち、

一般会計が負担すると見込まれる額は７３５，０６６千円である。
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